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「「「「第第第第７７７７次四日市市介護保険事業計画次四日市市介護保険事業計画次四日市市介護保険事業計画次四日市市介護保険事業計画・・・・第第第第８８８８次四日市市高齢者福祉計画次四日市市高齢者福祉計画次四日市市高齢者福祉計画次四日市市高齢者福祉計画（（（（素案素案素案素案）」）」）」）」    

についてのパブリックコメントについてのパブリックコメントについてのパブリックコメントについてのパブリックコメント結果結果結果結果についてについてについてについて    

 

１．実施期間 

  平成２９年１２月１日（金）～１２月２７日（水） 

 

２．意見提出数 

  提出人数   ５人 

  提出意見数 ３２件 

 

３．意見の内容と本市の考え方 

No. 該当箇所 該当事項 意見の内容 本市の考え方 

1 

第 ３ 章

２． 

アンケート

結果 

生活ニーズ調査で希望され

ているそれぞれの対象者か

らの意見要望を見据えた計

画にしてください。 

本市では、平成29年1月に被保険者や

ケアマネジャー、介護サービス事業者

などを対象とした 5 種類のアンケート

調査を実施しています。これらの調査

結果につきましては、介護保険事業の

円滑な実施と高齢者の保健福祉サービ

スを充実させるための基礎資料とし

て、本計画の策定に活用しています。 

2 

第 ３ 章

２． 

アンケート

結果 

アンケートの分析と事業へ

の活用について、新たに設定

された生活圏域別データを

公開して地域ケア会議等で

活用できるようにしてくだ

さい。 

アンケート結果及び分析については、

地域ケア会議等で適切に活用できるよ

う努めます。 

3 

第 ３ 章

２． 

アンケート

結果 

実際に生活支援の受け皿と

なれる地域の「通いの場」は、

そもそも活動の目的の違い

から、インフォーマルな資源

として現状ではすぐには「総

合事業」の受け皿となるには

制度上でも専門職による支

援なしには困難と考えます。 

総合事業の導入により、住民組織、ボ

ランティア団体などの多様な主体によ

るサービス提供が可能となりました

が、身体介護や認知症への対応など専

門職による支援も必要でありますの

で、本市では、従来の介護予防相当サ

ービスを確保しています。 

4 

第 ４ 章

４．（２） 

地域包括支

援ネットワ

ークの構築 

三層構造による包括的支援

体制による地域の実態把握

とともに、医療・介護の専門

職の連携体制の強化につい

て、地域ケア会議の活動内容

を可能な限りホームペーシ

に公開してください。 

会議の内容は個人情報を含むものもあ

ることから、内容の公開については今

後の検討課題とします。 
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No. 該当箇所 該当事項 意見の内容 本市の考え方 

5 

第 ４ 章

４．（２） 

地域包括支

援ネットワ

ークの構築 

地域包括ケア推進会議の医

療・介護連携地域ケア会議及

び地域住民も参加する地区

地域ケア会議の内容をホー

ムペーシに公開して下さい。 

会議の内容は個人情報を含むものもあ

ることから、内容の公開については今

後の検討課題とします。 

6 

第 ５ 章

１．（１） 

地域におけ

る介護予防

の取り組み

の支援 

介護予防教室の実施と啓発、

自主活動グループの育成、支

援の活動の中で「健康ボラン

ティア」による運動や食生活

の普及が紹介されています。

平成 29 年度からは一般介護

予防事業としてリハビリテ

ーション専門職等による市

内各地における住民主体の

活動への支援も計画されて

おり、地域の「通いの場」へ

の定期的な専門職による指

導・援助と活動評価をよりい

っそう拡充していただくよ

うお願いします。 

今後、介護予防を推進するためには、

住民主体の「通いの場」など地域にお

ける自主的な取り組みをさらに充実さ

せることが必要と考えています。こう

したことから、市内介護事業所や地域

包括支援センターの専門職と連携し、

「地域リハビリテーション活動支援事

業」などを拡充しながら、地域での介

護予防の取り組みを支援します。 

7 

第 ５ 章

１．（２） 

介護予防・

生活支援サ

ービス事業

の拡充 

一人暮らしになってからの

ゴミ出し、買い物、そうじは

自治体が主体でなく、介護サ

ービスの中でやってほしい。

最近は近所つきあいがあま

りないので頼めないし、お金

を払うのも相手もイヤだろ

うし、本人もいくら払うのか

迷う。 

介護予防・日常生活支援総合事業、い

わゆる総合事業の導入により、それま

での予防給付のうち訪問介護、通所介

護については、市町村が地域の実情に

応じた取り組みができる地域支援事業

に位置付けられました。この総合事業

の１つである訪問型サービスBでは、

住民主体の支え合いのサービスの中

で、電球交換やゴミ出しなどのサービ

スが柔軟に提供できるようになりまし

た。今後も地域住民の方々とともに住

民主体サービスの拡充を図ります。 

8 

第 ５ 章

１．（２） 

介護予防・

生活支援サ

ービス事業

の拡充 

生活支援コーディネーター

と関われる機会を増やして

ください。また、「住民主体

福祉サービス団体連絡会議」

の活動について教えて下さ

い。 

生活支援コーディネーターは、生活支

援の担い手の発掘・育成を進めるため、

地域のあらゆる場に出向いて支援を行

っていますが、今後、さらに積極的に

活動を進められるよう努めます。 

また、住民主体福祉サービス団体連絡

会議は、総合事業の住民主体サービス

の実施団体が、サービスのスキルを高

められるような研修や運営上の疑問・

工夫などについての意見交換を行い、

サービスの質の向上に努めています。 
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No. 該当箇所 該当事項 意見の内容 本市の考え方 

9 

第 ５ 章

１．（２） 

介護予防・

生活支援サ

ービス事業

の拡充 

基準緩和サービスについて

は、職員体制の確保や処遇改

善、サービスの質の確保の上

でも極力増やさず、「現行相

当」サービスの充実に努めて

下さい。短期集中予防サービ

スはサービスを修了した高

齢者の予後の生活状態を把

握しつつ、生活の維持継続の

ためのモニタリングを継続

してください。 

総合事業の対象者となる要支援者等で

も身体介護や認知症への対応など専門

職による支援が必要な方に対応するた

め、従来の介護予防相当サービスを確

保する一方、基準緩和サービス、住民

主体サービスもバランスよく整備して

いきたいと考えます。 

また、短期集中予防サービスを修了し

た方については、修了後に利用するそ

の他のサービスや介護予防の活動を通

して、関係機関が継続的に見守る体制

を整えていきます。 

10 

第 ５ 章

１．（４） 

高齢者の自

立生活に対

する支援 

訪問型サービスDは、事故対

処と継続的支援、マンパワー

不足により、実施が困難な状

態です。 

ボランティア活動保険への

加入とポイント付与などで

普及をすすめる例もありま

すが、現状では難しいと考え

ます。福祉有償運送について

も、単価設定と利用者の経済

的負担から安価の制度にす

るには相当額の財政援助が

必要です。最後に残るのがデ

マンド方式による方法です

が、交通手段に乏しい地域か

ら順次、市内をいくつかに区

分してモデル導入すること

はできないでしょうか。もち

ろん市の財政負担が生じま

す。 

高齢者の移動手段を確保するため、国

が総合事業のメニューのひとつとして

示している訪問型サービス D（移動支

援）や福祉有償運送の活用など効果的

な移送のあり方について、検討します。 

ご提案は参考意見として承ります。 

11 

第 ５ 章

１．（４） 

高齢者の自

立生活に対

する支援 

免許返上者が投票所まで歩

くのが困難。在宅投票など

（棄権でなく、投票に行けな

い） 

要介護認定等を受けている方について

は、訪問介護サービスにより、ヘルパ

ーの運転する車で、投票所までの乗

車・降車の介助を受けることができま

す。ただし、ケアプランに位置づける

必要があるため、担当のケアマネジャ

ーにご相談ください。 
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No. 該当箇所 該当事項 意見の内容 本市の考え方 

12 

第 ５ 章

２．（１） 

医療・介護

の連携体制

の強化 

地域医療計画にともなう病

床機能の転換（地域医療院の

創設など）と在宅療養へのシ

フトに対応できるよう介護

施設の医療との連携を強め、

介護施設への専門職の派遣

や、医療専門職の確保のため

の支援を希望します。また、

医療的ケアに係る研修の機

会を増やして下さい。 

医療と介護の連携に関しては、医療・

介護の連携体制の強化、高齢者・家族

を支える環境づくり、市民啓発などを

推進していきます。また、今後も引き

続き、介護施設で働く職員のニーズに

合わせた医療に関する研修を実施し、

医療・介護関係者の相互理解を深めま

す。 

13 

第 ５ 章

３．（２） 

状態に応じ

た適切なサ

ービスの提

供 

認知症フレンズの活動領域

とその内容について紹介し

てください。 P47 認知症ケ

アの医療と介護が連携した

支援体制の確立では、認知症

ケアパスの運用事例、好事例

を紹介してください。「連携

型認知症疾患医療センター」

とはどんな機能の施設です

か。認知症の人本人と介護者

の相談の窓口がまだまだ分

かりずらく、認知症ケアパス

による道案内がよりわかり

やすくなるよう期待してい

ます。 

認知症フレンズは、認知症カフェや認

知症に関する啓発のためのイベントの

ほか、当事者と家族の会の活動などに

参加・協力することを想定しています。 

認知症ケアパスは、認知症の人に対す

る支援のしくみや利用の流れを整理

し、医療・介護・福祉の各サービスや

窓口を分かりやすくまとめたもので

す。医療分野では、初期段階での対応

を行うかかりつけ医、鑑別診断や治療

に関する指導・助言を行う専門の医院、

急性増悪期の入院治療を行う精神科病

院といった役割分担を、介護分野では、

初期相談窓口としての在宅介護支援セ

ンターと早期に医療・介護サービスに

つなげる支援を行う認知症初期集中支

援チームといった位置づけを明確にし

ました。これにより、効率的なサービ

スの提供とスムーズな支援の流れがで

きつつあります。 

また、連携型認知症疾患医療センター

については、鑑別診断、急性期治療、

医療相談などを行う専門医療機関の機

能と保健医療・介護関係者への研修な

どを実施する地域連携推進機能を併せ

持つ施設で、認知症の人の地域生活を

支える医療分野の拠点となることが期

待されます。 

今後、こうした相談窓口や支援の流れ

について周知を進め、医療・介護サー

ビスを、よりスムーズに利用できるよ

う努めます。 
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No. 該当箇所 該当事項 意見の内容 本市の考え方 

14 

第 ５ 章

３．（３） 

介護者への

支援 

認知症の家族を介護してい

る側からの要望。 

月１回でいいからデイサー

ビスに行った時グループホ

ームの職員さんがデイにむ

かえに行ってもらい、１晩泊

まらせてほしい。介護してい

る家族に安らぎを！！365日

認知の家族をみていると、う

つになってしまう。そのよう

にならない為にも市の支援

をおねがいしたい。 

介護保険のサービスのうち、要介護者

等の在宅生活を維持する観点から、短

期間の入所により、利用者の心身機能

の維持または療養生活の向上と家族の

身体的・精神的負担の軽減を図るもの

として、短期入所サービスがあります。

サービスの利用につきましては、担当

のケアマネジャーにご相談ください。 

15 

第 ５ 章

４．（１） 

介護保険サ

ービスの充

実 

デイサービス（案） 

自治体や国が機能訓練機器

のリース代に対する補助金

制度を設け、利用者が在宅復

帰に向けて在宅介護をより

安定した形で行える事業体

制づくりをするのが望まし

い。 

理学療法士の登用も検討す

る等。 

ご提案は参考意見として承ります。 

なお、理学療法士等の機能訓練指導員

を専従で配置するなど一定の基準を満

たした事業所には、介護報酬上の個別

機能訓練加算が適用されます。 

16 

第 ５ 章

４．（１） 

介護保険サ

ービスの充

実 

短期入所生活介護（案） 

リハビリ機器の投入もしく

は理学療法士の登用が好ま

しい。 

ご提案は参考意見として承ります。 

なお、理学療法士等の機能訓練指導員

を専従で配置するなど一定の基準を満

たした事業所には、介護報酬上の個別

機能訓練加算が適用されます。 

17 

第 ５ 章

４．（１） 

介護保険サ

ービスの充

実 

訪問介護（案） 

訪問介護と訪問看護、デイサ

ービス、デイケア、包括支援

センター、居宅支援事業所が

連携することで、60 歳から

65 歳以上の高齢者の在宅復

帰の可能性が出てくると思

われる。 

※但し、単身の高齢者におい

ては訪問介護やデイサービ

ス、デイケア、介護支援専門

員、訪問給食、民生委員等の

安否確認が今後必要と思わ

れます。 

介護サービス事業所と居宅介護支援事

業所および地域包括支援センターとの

連携は必須であり、今後も引き続き、

適切に連携が行われるよう指導してい

きます。 

なお、民生委員児童委員や老人クラブ

などの地域における福祉活動の担い手

やボランティアが主体となった見守り

活動については、各地域において実施

されており、今後の活動が円滑に進め

られるよう支援していきます。また、

孤立死を未然に防止するとともに、虐

待や認知症で支援が必要な高齢者を早

期に発見するため、民間企業と協定を

結び、見守り体制の充実を図ります。 
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No. 該当箇所 該当事項 意見の内容 本市の考え方 

18 

第 ５ 章

４．（１） 

介護保険サ

ービスの充

実 

介護サービスの回数を減ら

さないよう。 

今後も引き続き、サービスの利用動向

やニーズ変化なども注視しながら、適

切な介護保険サービスの確保に努めま

す。 

19 

第 ５ 章

４．（２） 

介護技術な

どの向上 

無資格者は初任者研修を就

業しながら最短で半年～1年

で取得し、資格取得にかかる

費用の一部を自治体や国が

補助する事で、介護に対する

やりがいが認識できると思

われる。 

介護職員初任者研修の資格取得につい

ては、国における「教育訓練給付制度」

や本市における「求職者資格取得助成」

などの制度により、受講料の一部を助

成しています。 

20 

第 ５ 章

４．（２） 

介護技術な

どの向上 

国においては、特養、老健に

おけるおむつ外しを進めて

いるが、認知症や障害のある

方まで在宅へ戻すことは困

難を極めます。そもそも特養

は終身施設であり、家族にお

いても心身ともに助かる介

護福祉施設であると考察さ

れます。 

特養をはじめとした介護保険サービス

については、利用者の尊厳を保持し、

その有する能力に応じ、自立した日常

生活を営むことを目的としており、排

泄にかかる機能を向上させる取り組み

は、必要なものと考えます。しかし、

その取り組みは、在宅復帰のみを目的

としたものではありませんのでご理解

ください。 

今後も引き続き、在宅サービスの充実

を図るとともに、計画的に施設整備を

行い、必要な介護保険サービスの確保

に努めます。 

21 

第 ５ 章

４．（２） 

人材の確保 市・県・国が、超高齢化社会

に真摯に向き合い、介護士の

重要性を受け止めて頂きた

いと思っております。国・

県・市が社協以外の社会福祉

法人や民間で働く介護福祉

士や社会福祉士の仕事を「公

務」として認識するととも

に、少しでも多くの介護士が

高齢者を支えるために、恩給

制度を設け、１年以上勤務し

た者には相応の支給をして

ほしい。 

介護保険制度は、高齢者の介護を社会

全体で支えていく公的な制度であり、

介護職員の処遇については、介護報酬

上の加算として、介護職員処遇改善加

算を設けるなど、国においても対策を

講じているところです。 
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No. 該当箇所 該当事項 意見の内容 本市の考え方 

22 

第 ５ 章

４．（２） 

人材の確保 介護福祉士を取得してから3

年後には介護支援専門員を

取得できる資格制度の見直

しが好ましいと思われます。 

介護支援専門員の資格取得要件につい

ては、国の制度に関わることであると

考えます。 

今後も、必要な介護保険サービスが提

供されるためには、介護人材の確保が

不可欠であることから、国や県と連携

しながら、人材確保と育成に努めます。 

23 

第 ５ 章

４．（２） 

人材の確保 高齢社会化と少子化により、

今後よりいっそう介護需要

の増加に反して介護職員の

確保は物理的にも困難を極

めることになると考えます。

処遇改善とともに、潜在介護

職のスキルアップのための

研修制度を四日市市として

創設できないでしょうか。通

所型介護の現場に高齢者ボ

ランティアや介護保険を利

用しなくなった人(卒業した

人)を受け入れることを事業

所の努力義務とするような

ことはしないで下さい。 

今後の介護保険サービスの質の向上を

図るうえでも、介護人材の確保は重要

と考えており、国や県と連携しながら

介護職員定着のための研修を継続･充

実していくとともに、潜在介護職への

働きかけについても検討していきま

す。 

24 

第 ５ 章

４．（３） 

介護保険事

業の適正化 

要介護認定率の低下を目的

として新規以外の要支援1と

2の人、要介護1と2の人の

ケアプラン点検を適正化シ

ステムを導入してサービス

付き高齢者向け住宅や有料

老人ホームなどの生活支援

サービスを抽出させ、担当ケ

アマネージャーを呼び出し

てプランの修正を求めたり、

委託事業者の要介護認定調

査に同行してアドバイスす

るようなことはしないで下

さい。 

介護保険事業は、被保険者から納めら

れる保険料と公費とで成り立っている

ことから、要介護認定の適正化、ケア

プランの点検、住宅改修等の点検、縦

覧点検・医療情報との突合、介護給付

費通知といった適正化事業に取り組

み、介護保険制度の持続可能性の確保

に努めます。 
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No. 該当箇所 該当事項 意見の内容 本市の考え方 

25 

第 ６ 章

１．（１） 

各施設の整

備計画 

介護老人福祉施設について

要介護3以下であっても本人

の状況に応じて入所できる

よう今後とも配慮をお願い

するとともに、いわゆる有料

老人ホームやサ―ビス付き

高齢者向け住宅への入居費

用が高額となっており、ユニ

ット型にとどまらず多床室

等、低額に利用できる施設を

確保してください。 

介護老人福祉施設への入所は原則、要

介護３以上ですが、やむを得ない事情

があると認められる場合は、特例入所

を認めています。 

多床室については、一定数の確保に努

めます。 

26 

第 ７ 章

２．（１） 

保険給付費

などの財源 

18 歳以上から選挙権が与え

られた事から、介護保険料を

徴収することで、老いを支え

る意識を持ってもらう事が

望ましい。 

70 歳以上の高齢者は、年収

に応じた負担軽減をしてい

くことが望ましい。 

18～60 歳の方は、年収に応

じて介護保険料を段階的に

引き上げていく事が望まし

いと思う。 

介護保険料を負担していただく年齢の

引き下げについては、国の制度設計に

関わることであると考えます。 

また、低所得者に対しては、従来から

実施してきた低所得者層に配慮した多

段階設定を継続するとともに、一部の

段階に対しては公費負担による軽減措

置を行い、低所得者層の負担の軽減を

図っています。 

27 

第 ７ 章

２．（１） 

保険給付費

などの財源 

制度が発足後、保険料は大幅

に値上げされ利用料も増額

し、要支援の人は制度から外

されてきている。 

その結果「保険料が払えな

い」「利用料が高くて利用で

きない」という人が身近にい

る。 

介護保険は社会保障なのだ

から、保険者の負担がふえる

分は国が負うべきではない

か。 

公費を 50%と決めつけるの

でなく、国の負担比率を上げ

ていく事を強力に図って欲

しい。 

介護保険制度は、高齢者の介護を社会

全体で支える仕組みですが、制度発足

以降、高齢化の進展による要介護認定

者等の増加などにより、介護保険料は、

全国的に上昇傾向にあります。そのた

め、本市では、総合事業の導入、介護

予防事業の推進などにより、介護保険

料の上昇を抑えるよう努めています。 
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No. 該当箇所 該当事項 意見の内容 本市の考え方 

28 

第 ７ 章

２．（２） 

第１号被保

険者の保険

料基準額 

介護保険料が高い。平成 31

年から消費税があがったら、

食品はなんとか 8%だが、衣

類や家庭用品、家賃は10%に

なる。年金収入も減額されて

いく国のやり方では生活が

苦しくなる。生活用品はどう

してもいる物。病気になった

ら医療費もいるもの。介護だ

けでも市の財政をやりくり

して安くしてほしい。 

介護保険料については、高齢化の進展

による要介護認定者等の増加などによ

り、全国的に上昇傾向にあります。そ

のため、本市では、総合事業の導入、

介護予防事業の推進などにより、介護

保険料の上昇を抑えるよう努めていま

す。 

29 

第 ７ 章

２．（２） 

第１号被保

険者の保険

料基準額 

介護保険料をこれ以上あげ

ないで下さい。 

介護保険料については、高齢化の進展

による要介護認定者等の増加などによ

り、全国的に上昇傾向にあります。そ

のため、本市では、総合事業の導入、

介護予防事業の推進などにより、介護

保険料の上昇を抑えるよう努めていま

す。 

30 

第 ７ 章

２．（３） 

所得段階に

応じた保険

料の設定 

次期計画において保険料を

据え置かれたことを歓迎し

ます。できれば所得段階区分

を 14段階程度まで増やし、

基準額を少しでも引き下げ

ることはできないでしょう

か。 

本市では、それぞれの負担能力に応じ

た保険料とするために、11段階の保険

料を設定しています。 

ご提案は参考意見として承ります。 

31 

第 ７ 章

２．（４） 

低所得者へ

の配慮 

国民年金受給者や厚生年金

受給者で有料老人ホーム等

や特養、老健にすら入居でき

ない低所得の方には、自治体

や国が 10 人程度の超小規模

施設の無償または１割負担

の施設が必要であると思わ

れる。 

介護サービスの利用者負担について

は、所得に応じて１～２割負担となり

ます。また、高額介護サービス費等の

払い戻し、施設入所やショートステイ

利用の際の居住費・食費の軽減、社会

福祉法人などによる利用者負担軽減等

により、引き続き低所得者に対する負

担軽減に努めます。 
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No. 該当箇所 該当事項 意見の内容 本市の考え方 

32 

第 ７ 章

２．（４） 

低所得者へ

の配慮 

在宅医療・介護の支え手はま

だまだ家族によるところが

大きく、法の精神である「介

護の社会化」のもと、離職者

の防止、低所得者層の入所・

入居施設利用時の住宅費の

補助制度を設けて下さい。一

般的な施設入所費用は 15万

円以下では見つかりません。

保険料の負担もあります。 

高額介護サービス費等の払い戻し、施

設入所やショートステイ利用の際の居

住費・食費の軽減、社会福祉法人など

による利用者負担軽減等により、引き

続き低所得者に対する負担軽減に努め

ます。 

 


